消防計画作成例
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１　消防計画を作成するにあたり
　防火管理の業務は，管理権原者又は防火管理者などの特定の者だけで行うのではなく，防火対象物の全従業員が，役割を分担することにより，火災予防及び人命安全を確保していかなければなりません。
　そして，分担される役割は，消防計画に規定されています。火災等の発生の未然防止，自衛消防活動など，各役割を遂行していく必要な事項について消防計画に規定されている具体的な指示，命令などにより，全従業員が連帯感をもち一丸となって処理することとなります。
　したがって，消防計画とは，その事業所において火災予防上又は発災時に行わなければならない事項が全て盛り込まれた防火管理に関する規則となります。
　(1) 消防計画の作成者
　　　管理権原者の指示を受け，防火管理者が作成します。
　(2) 消防計画を作成する時期
　　　防火管理者として選任されたら，直ちに作成し，届出してください。
　(3) 消防計画の内容
　　　４ページからの消防計画書（例）等を参考にして，パソコン等で作成し
　　てください。
　(4) 消防計画の届出方法
　　　別記様式第１号の２（第３条、第５１条の８関係）消防計画作成（変更
　　）届出書に，作成した消防計画を添付し，管轄の消防署に２部提出してく
　　ださい。

（※注）
　※①：防火対象物，事業所名称を記入します。
　※②：①と同様。ただし，管理権原が分かれている防火対象物については，
　　　　当該権原の及ぶ範囲を文章又は平面図により図示等します。
　　　　　文章の場合　　　（例）○階の○○株式会社
　　　　　平面図の場合　　（例）別図○
　※③：防火管理業務の一部を委託している場合に記述します。
　※④：防火管理者の役職名，氏名等を記入します。
　※⑤：防火対象物点検報告が該当する場合に記述します。
　※⑥：統括防火管理者の選任を要する防火対象物の場合に記述します。
　※⑦：検査，点検，教育，訓練（特定防火対象物は年２回以上）の実施（予
　　　　定）月を記入します。
　※⑧：防火対象物に設置されている消防用設備等の名称を記入します。
　※⑨：特定防火対象物は１（年），非特定防火対象物は３（年）と記入します。
　※⑩：防火対象物点検報告は，特定防火対象物で収容人員が３００人以上のもの，又は，小規模雑居ビル等（特定一階段等防火対象物）で収容人員が３０人以上３００人未満（消防法施行令別表第一６項ロ並びに６項ロを含む１６項イ及び１６の２項にあっては１０人以上３００人未満）のものが該当します。
　※⑪：担当者名，外部の業者名等を記入します。
※⑫：近隣の指定避難場所を記入します。
　※⑬：一時避難場所となる場所（例　店舗駐車場等）を記入します。
　※⑭：管理権原者から届出等について委譲された者の役職名，氏名等を記入します。（委譲：権限などを他の人に譲って任せる）
※⑮：役職名，氏名等を記入します。
２　消防計画書（例）
※①　　　　　　　　　消防計画書
第１章　総則
（目的）
第１条　この計画は，※①　　　　　　　の防火管理業務について必要な事項
を定め，火災，地震及びその他の災害の予防及び人命の安全並びに被害の軽減を図ることを目的とする。
（消防計画の適用範囲）
第２条　この計画は，※②　　　　　　　　に勤務し，出入りするすべての者
　（※③：及び防火管理業務の一部を委託している者）に適用する。
（管理権原者の権限と業務）
第３条　管理権原者は，※②　　　　　　　の防火管理業務について一切の責
　任を持ち，次の業務を行うものとする。
　(1) 防火管理者の選・解任及び届出
　(2) 防火管理者の適正な防火管理業務遂行の指示・監督
　(3) 消防計画の作成，変更時の内容確認及び指示
　(4) 防火上の建物構造，消防用設備等の不備の即時改修
　(5) 防火管理維持台帳の作成及び保管
　(6) その他火災予防上必要な事項
（防火管理者の権限と業務）
第４条　防火管理者は，※④　　　　　　　とし，この計画についての一切の
　権限を有し，次の業務を行うものとする。
　(1) 消防計画の作成及び変更
　(2) 消火，通報，避難訓練の計画とその実施
　(3) 消防用設備等の点検の実施とその指導監督
　(4) 消防用設備等（※⑤：及び防火対象物）の法定点検の立会
　(5) 建物，火気使用設備器具，電気設備及び危険物施設等の自主点検検査
　　の実施とその指導監督
　(6) 火気の使用又は取扱いに関する指導監督
　(7) 避難通路，避難口，安全・防煙区画等の避難施設の維持管理
　(8) 防火上の壁，内装等の維持管理
　(9) 収容人員の把握と安全管理
 (10) 工事中の安全対策の樹立及び，工事者等に対する尊守事項の周知
 (11) 管理権原者に対する助言及び報告
 (12) 火元責任者に対する指導監督
 (13) 従業員等に対する防火・防災教育
 (14) 統括防火管理者への報告は，次のとおりとする。（※⑥）
 　 ア　防火管理者の選任又は解任
　  イ　消防計画の作成又は変更
　  ウ　消防用設備等の法定点検の実施
　  エ　防火対象物の法定点検の実施（※⑤）
　  オ　用途及び設備の変更
　  カ　内装工事等の実施
　  キ　大量の可燃物の搬入，搬出又は，危険物及び引火性物品の貯蔵，取
     扱
　  ク　臨時の火気使用
　  ケ　火気設備器具又は電気設備の新設，改修等
　  コ　消防計画に定める消防機関への報告及び届出
　  サ　防火上の建物構造，消防用設備等の不備又は改修
　  シ　防火管理業務の一部委託
　  ス　催物の開催
　  セ　統括防火管理者に指示命令された事項の結果
　  ソ　消防計画に定めた訓練の実施
　  タ　その他防火管理上必要な事項
 (15) その他防火管理上必要な業務
（消防機関への報告及び連絡）
第５条　防火管理者は，次の業務について消防機関への報告，届出及び連絡を
行うものとする。
　(1) 消防計画の提出
　(2) 建物及び諸設備の設置又は変更の事前連絡並びに法令に基づく諸手続
　　き
　(3) 消防用設備等の点検結果（※⑤：及び防火対象物定期点検）の報告
　(4) 自衛消防訓練時における事前通報及び指導の要請
　(5) その他防火管理上必要な事項
　（防火管理維持台帳の作成及び保管）
第６条　防火対象物の防火管理上の維持管理状況を明確にしておくため，次の
 とおり行うものとする。
 (1) 管理権原者は，消防機関に報告した書類及び防火管理業務に必要な書類
　 等を取りまとめて，防火管理維持台帳を作成，整備し，保管しておく。
 (2) 転売等により管理権原者が変更となる場合は，防火管理維持台帳のうち
　 ，竣工からの建築関係及び消防用設備等に関する届出書類，図面等の関係
　 書類を変更になる管理権原者に受渡すものとする。
第２章　予防管理対策
（予防管理組織）
第７条　日常の火災予防及び地震時の出火防止を図るため，防火管理者のもと
に火元責任者を別表第１のとおり指定する。並びに，建物，火気使用設備器
具等及び消防用設備等の点検・検査を行う検査員を別表第２のとおり指定す
る。
（火元責任者の業務）
第８条　火元責任者は，次の業務を行うものとする。
　(1) 担当区域内の建物，火気使用設備器具，電気設備等の日常の維持管理
　(2) 担当区域内の消防用設備等の維持管理
　(3) 上記(1)(2)について定期的に防火管理者への報告。ただし，不備，欠
　　陥等があった場合は，随時報告
　(4) 地震時における火気使用設備器具の出火防止措置
　(5) 担当区域内の避難口，通路，防火戸及び防火シャッター等の維持管理
　(6) 閉店（館）後の防火戸，防火シャッターの閉鎖及び確認
　(7) 防火管理者の補佐
（自主点検検査員の業務）
第９条　自主点検検査員は，次の業務を行うものとする。
　(1) 自主点検検査員は，建物，火気使用設備器具，電気設備，危険物施設
　　等について検査を実施し，その結果を防火管理者に報告するものとする。
　(2) 自主点検検査員は，消防用設備等について点検を実施し，その結果を
　　防火管理者に報告するものとする。　
　（点検・検査の時期）
第１０条　定期的な点検・検査の時期は次のとおりとするとともに，日常は火
　元責任者が随時行うものとする。
　(1) 自主検査
	検査対象
	検査実施月

	建築物
	※⑦　　　　　月　　

	
	月　　

	火気使用設備器具
	月　　

	
	月　　

	電気設備
	月　　

	
	月　　

	危険物施設
	月　　

	
	月　　


　(2) 消防用設備等の法定点検
	消防用設備等
	点検実施月

	
	機器点検
	総合点検

	※⑧

	※⑦　　　　　　
	※⑦
　　　　
　　　　　　　月

	
	月
	

	
	
	

	
	月
	

	
	
	

	
	月
	

	
	
	

	
	月
	


（点検検査結果の記録及び報告）
第１１条　防火管理者は，自主点検検査の結果を防火管理維持台帳に記録する
　とともに，消防用設備等の点検結果については，※⑨　年に１回，柏市消防
　長に報告しなければならない。
（不備欠陥等の整備）
第１２条　防火管理者は，各種結果報告に基づく不備欠陥事項について改修計
　画をたて，その促進を図るとともに管理権原者に報告するものとする。
（防火対象物定期点検報告）※⑤，※⑩
第１３条　管理権原者は，防火対象物の法定点検を１年に１回，点検資格者に
　点検させ，その結果を柏市消防長に報告しなければならない。
	点検実施（資格）者
	点検実施月

	※⑪
	※⑦
月　　



第３章　火災予防措置
（防火管理者への連絡事項）
第１４条　次に掲げる事項を行おうとする者は，事前に防火管理者に連絡し，
　防火管理上必要な指示を受けなければならない。
　(1) 指定場所以外で臨時に火気を使用するとき
　(2) 各種火気使用設備器具を設置又は変更するとき
　(3) 改装，模様替え等を行うとき
　(4) 危険物等を使用するとき
　(5) その他防火管理上必要な事項
（従業員の遵守事項）
第１５条　※①　　　　　　　に勤務する全ての者は，日常業務を通じて各種
　災害を防止するため，次の事項を遵守しなければならない。
　(1) 避難階段，通路，ロビー，ホール等には，避難上支障となる物品を置
　　かないこと。
　(2) 物品，使い勝手等により防火区画を形成するシャッターの降下障害，
　　防火戸の閉鎖障害等，その機能を阻害しないこと。
　(3) 消防用設備等の周辺には装飾等をせず，その機能を阻害しないこと。
　(4) 火災を発見した場合は，消防機関（１１９番）に通報するとともに防
　　火管理者に連絡し，災害時の活動計画に定める任務分担により適切な行動
　　を取ること。
（火気使用時の遵守事項）
第１６条　火気等を使用する者は，次の事項を遵守しなければならない。
　(1) 火気使用設備器具は，指定された場所で使用すること。
　(2) 火気使用設備器具を使用する周囲は，常に整理整頓し，可燃物等に接
　　近して使用しないこと。
　(3) 火気使用設備器具は，使用前，使用後には必ず点検を行い安全を確認
　　すること。
　(4) 喫煙は，指定場所で行い，終業時には吸殻等を指定場所へ集めること。
　(5) 工事を行う者は，火気管理について防火管理者の指示を受けること。
　(6) その他防火管理上必要な事項
第４章　自衛消防活動対策
（自衛消防の組織と任務分担）
第１７条　※①　　　　　　　の自衛消防組織として防火管理者を自衛消防隊
　長とし，次の任務分担により自衛消防隊を別表第３のとおり指定する。
	係別
	任務内容

	隊長
	○自衛消防隊の各係員に対し，指揮，命令を行うとともに，消防隊と密接な連携を図る。
○避難状況の把握を行う。

	指揮者
	○隊長を補佐し指示，命令の伝達にあたる。

	通報連絡係
	○消防機関に対する通報及び確認を行う。
○出火の報知及び消防隊への情報の提供にあたる。

	消火係
	○消火設備を用い消火作業にあたる。

	避難誘導係
	○非常口等を開放し避難誘導にあたる。
○避難器具の設定，操作にあたる。

	その他
必要な係
	（例）：防護安全係，救護係，搬出係等


（夜間及び休日における活動体制）
第１８条　夜間及び休日においては，宿直者等従業員全員で次の初動措置を行
　わなければならない。
　(1) 通報連絡
　　　火災を覚知した場合は，ただちに消防署に通報するとともに，他の宿直
　　者等に火災の発生を知らせ，さらに備え付けの緊急連絡一覧表により関係
　　者に速やかに連絡すること。
　(2) 初期消火
　　　全員協力して延焼拡大を阻止することを主眼に，消火器，屋内消火栓を
有効に活用し，適切な初期消火を行うとともに防火シャッター（防火戸）
等の閉鎖を行うこと。
　(3) 消防隊への情報提供等
　　　到着した消防隊に対し，火災の延焼状況，燃焼物件，危険物品の有無等
　　の情報を提供するとともに，火点への誘導を行うこと。
（避難経路図等）
第１９条　自衛消防隊長は，人命安全を確保するため消防用設備等の設置位置
　及び屋外へ通じる避難経路を明示した避難経路図を作成し，従業員全てに周
　知徹底しなければならない。
第５章　震災対策
（震災予防措置）
第２０条　防火管理者及び火元責任者は，震災を予防するため，第２章に基づく各施設器具の点検検査に合わせて次の事項を行うこと。
　(1) 建物又は建物に付随する施設物（看板，窓枠，外壁等）及び陳列物件
　　の倒壊，転倒，落下の有無の検査
　(2) 火気使用設備器具の転倒，落下防止及び自動消火装置，燃料停止装置
　　等についての作動状況の検査
　(3) 危険物施設における危険物品等の転倒，落下等の有無の検査
（地震後の安全措置）
第２１条　各火元責任者は，地震後，建物，火気使用設備器具等の点検，検査
　を行い，防火管理者に報告し，その安全を確認後，使用を開始すること。
（震災に備えての準備品）
第２２条　震災に備え，次の品目を常に持ち出せるよう準備しておき，定期的に点検を行う。
　(1) 飲料水・ 非常食（２～３日分）
　(2) 医療品
　(3) 懐中電灯
　(4) 携帯ラジオ
　(5) 拡声器
　(6) その他必要なもの
（地震時の活動）
第２３条　地震時の活動は第４章によるほか，次の措置を行う。
　(1) 通報連絡係は，建物等の状況についての情報及び，関係各機関（消防
　　署，市役所等）からの情報を積極的に収集すること。　
　(2) 防火管理者（自衛消防隊長）は，被害状況を店内放送等により全従業
　　員に把握させるとともに，必要な事項を指示すること。
　(3) 火災が発生した場合は，全力を上げて消火にあたる。
　(4) 救出，救護や応急手当を要する場合は，その活動を行い，状況により
　　救護所，医療機関に搬送する。
　(5) 避難場所は「※⑫　　　　　　　　　　　」，
     集結場所は「※⑬　　　　　　　　　　　」とする。
　(6) 避難場所への避難開始は，防災機関の避難命令又は自衛消防隊長の命
　　令により行う。
第６章　防災教育及び訓練
（防災教育の実施時期及びその内容）
第２４条　防火管理者は，次により防災教育を行うものとする。
	実施日及び　　内　容
対象者
	予定実施月
	内　　　　　容

	全従業員
	※⑦
　　　　月
　　　　月

	(1) 消防計画の周知徹底
(2) 火災予防上の遵守事項
(3) 従業員各自の任務及び責任の周知徹底
(4) 震災対策に関する基本的事項
(5) その他の火災予防上必要な事項

	新入社員
	その都度
	


（訓練の実施時期及びその内容）
第２５条　防火管理者は，次により訓練を実施するものとする。
	訓練種別
	実施月
	訓練内容

	総合訓練
	※⑦
　　月
	消火，通報，避難誘導の訓練を連帯して実施し，必要と認める場合は消防機関への指導を要請する。

	部分訓練
	消火訓練
	月
	消火器具の取扱い要領の習熟を図り，初期消火訓練を行う。

	
	通報訓練
	月
	消防機関（１１９）への通報要領及び火災発生時の連絡体制の習熟を図る。

	
	避難訓練
	月
	避難誘導要領及び避難器具の設定要領の習熟を図る。


（訓練の事前・実施報告）
第２６条　防火管理者は，自衛消防訓練を実施する前に消防訓練通報書（第１号様式）を柏市消防長に提出するものとする。
第７章　防火管理業務の委託
第２７条　防火管理上必要な業務の一部を委託している事項は次のとおりであ
　り，委託状況は別表第４のとおりである。
　(1) 管理権原者，防火管理者及び自衛消防隊長等の指示，指揮命令による
　　防火管理業務
　(2) 火気の使用又は取扱いに関する監督
　(3) 避難上又は防火上必要な構造及び設備の維持管理
　(4) 火災等の災害が発生した場合における消火活動，通報連絡及び避難誘
　　導等
　(5) 火災等の異常の監視業務
　(6) 防火対象物周囲の可燃物の管理
　(7) 防火管理業務の定期的な報告
　(8) その他
第８章　防火対象物の管理についての権原の範囲
第２８条　※①　　　　　　　の管理について，権原の範囲を別表第５のとお
　り指定する。
第９章　防火対象物の管理権原の委譲
第２９条　消防法令に基づく届出等については※⑭　　　　　　　に委譲する。
（付則）
　この消防計画は，　　　年　　月　　日から実施する。
別表第１（第７条）
日常の火災予防組織表
その１　共同住宅
	管理権原者

	　　棟　　　　号室
※⑮



	担当区域
	火元責任者

	
	　　棟　　　　号室
※⑮


	
	　　棟　　　　号室


	
	　　棟　　　　号室


	
	　　棟　　　　号室


	
	　　棟　　　　号室


	
	　　棟　　　　号室



	防火管理者

	　　棟　　　　号室
※④



※　居住者は，自己の管理又は所有する火気使用設備器具，電気器具及び消火器具等について適宜点検，検査を行い，不備欠陥のある設備については整備改修に努めること。
別表第１（第７条）
日常の火災予防組織表
その２　中規模な防火対象物
	防火管理者
	担当区域
	火元責任者

	※④
	
	※⑮

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


別表第１（第７条）
日常の火災予防組織表
その３　大規模な防火対象物
	防火管理者
	防火担当責任者
	火元責任者

	
	担当区域
	氏名
	担当区域
	氏名

	※④
	
	※⑮
	
	※⑮

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


別表第２（第７条）
点検・検査を実施するための組織編成表
(1) 建物等の自主検査
	検査対象
	検査実施者

	建物
	※⑪

	火気使用設備器具
	

	電気設備
	

	危険物施設
	


(2) 消防用設備等の点検（法定）
	点検対象
	点検実施者

	※⑧
	※⑪

	
	

	
	

	
	

	
	


別表第３（第１７条）
※①　　　　　　　自衛消防組織
その１　共同住宅
	自衛消防隊長（　　棟　　　　号室　　　　　　　　　　）
自衛消防副隊長（　　棟　　　　号室　　　　　　　　　　）

	係別
区域
	班長
	通報連絡係
	避難誘導係
	初期消火係

	階
（棟）
	棟　　　号室

	棟　　　号室

	棟　　　号室
棟　　　号室
棟　　　号室
	棟　　　号室
棟　　　号室
棟　　　号室

	階
（棟）
	棟　　　号室

	棟　　　号室

	棟　　　号室
棟　　　号室
棟　　　号室
	棟　　　号室
棟　　　号室
棟　　　号室

	階
（棟）
	棟　　　号室

	棟　　　号室

	棟　　　号室
棟　　　号室
棟　　　号室
	棟　　　号室
棟　　　号室
棟　　　号室


別表第３（第１７条）
※①　　　　　　　自衛消防組織
その２　中規模な防火対象物
	隊長
	係別
	隊員氏名

	
	指揮係
	

	
	
	

	
	通報連絡係
	

	
	
	

	
	
	

	
	消火係
	

	
	
	

	
	
	

	
	避難誘導係
	

	
	
	

	
	
	


別表第３（第１７条）
※①　　　　　　　自衛消防組織
その３　大規模な防火対象物
	自衛消防隊長
〔　　　　　　　　　　　〕

	自衛消防副隊長
〔　　　　　　　　　　　〕



	自衛消防隊本部隊

	指揮係〔　　　　　　　　　〕
〔　　　　　　　　　〕

	通報係〔　　　　　　　　　〕
〔　　　　　　　　　〕

	消火係〔　　　　　　　　　〕
〔　　　　　　　　　〕
〔　　　　　　　　　〕

	避難誘導係〔　　　　　　　　　〕
〔　　　　　　　　　〕

	防護安全係〔　　　　　　　　　〕
〔　　　　　　　　　〕

	救護係〔　　　　　　　　　〕
〔　　　　　　　　　〕

	救出係〔　　　　　　　　　〕
〔　　　　　　　　　〕

	その他必要な係


地区隊
通報連絡係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
消火係〔　　　　　　　〕

　〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
避難誘導係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
搬出係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
通報連絡係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
消火係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕

　〔　　　　　　　〕
避難誘導係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
搬出係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
通報連絡係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
消火係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
避難誘導係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
搬出係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
通報連絡係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
消火係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
避難誘導係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
搬出係〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
別表第４（第２７条）
防火管理業務の委託状況（　　　　年　　月　　日現在）
（　　　　　　　　　　　方式）
	防火対象物名称
	

	管理権原者氏名
	

	防火管理者氏名
	

	受託者の氏名
及び住所
	氏名（名称）
住所（所在地）
℡

	法人にあっては名称及び主たる事務所の所在地
	担当事務所
℡
	（緊急連絡先氏名）
℡

	受託者の行う
防火管理業務の範囲
	

	受託者の行う
防火管理業務の方法
	


【別表第４の記入の仕方】
１　方式
　　委託の方式に応じ，以下の３区分で方式名を記載すること。
　　なお，防火対象物の区域，時間帯などの区分によって複数の方式で委託して
　いる場合は，方式ごとに別葉にして記載すること。
　(1) 常駐方式
　　　契約物件に，１名以上常駐して行う方式である。
　(2) 巡回方式
　　　１日のうちに数回巡回して行う方式である。
　(3) 遠隔移報方式
　　　自動火災報知設備と通信回線による移報システムと組合せにより，火災異
　　常の有無を遠隔より監視して行う方式である。
２　担当事務所
　　法人等で当該防火対象物を担当している事業所がある場合は，その事業所の
　名称，所在地を記載すること。
３　受託者の行う防火業務の範囲
　　受託している業務を具体的に列記すること。各方式ごとの例を示すと以下の
　とおりである。
　(1) 常駐方式
・　火気使用箇所の点検等監視業務
・　避難または防火上必要な構造及び設備の維持管理
・　火災が発生した場合の初動措置（初期消火，通報連絡及び避難誘導）
・ 周囲の可燃物の管理
・　その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
　(2) 巡回方式
　　・　巡回による火気使用箇所の点検等監視業務
　　・　火災を発見した場合の初動措置（初期消火及び通報連絡）
　　・　周囲の可燃物の管理
　　・　その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
　(3) 遠隔移報方式
　　・　火気異常の遠隔監視及び現場確認業務
　　・　火災を発見した場合の初動措置
　　・　その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

４　受託者の行う防火管理業務の方法
　　方式に応じ，以下の事項につき記載すること。
　(1) 常駐方式
　　ア　「常駐場所」
　　　　防火対象物内の主たる勤務場所を記載すること。
　　イ　「常駐人員」

営業日・休業日・従業（公開）時間内・従業（公開）時間外の所用の区
　　　分（以下「所用の区分」という）を行ったうえで具体的な人数を記載する
　　　こと。
　　ウ　「委託する防火対象物の区域」

防火対象物の全域について委託している場合は「全域」と記載し，特定
の区域に限って委託している場合は，できるだけ具体的に記載すること。
　　エ　「委託する時間帯」

時間帯を限って委託している場合は，所用の区分を行った上で，具体的
　　　な時間を記載すること。
　(2) 巡回方式
　　ア　「巡回回数」
　　　　所用の区分を行った上で，具体的な回数を記載すること。
　　イ　「巡回人数」
　　　　所用の区分を行った上で，具体的な人員を記載すること。
　　ウ　「委託する防火対象物の区域」

常駐方式に同じ。
　(3) 遠隔移報方式
　　ア　「現場確認要員の待機場所」
　　　　火災異常時の発生時に，当該防火対象物の確認，初動措置を行う要員待
　　　機する場所を記載すること。
　　イ　「到着所要時間」

自動火災報知設備が火災信号を受信してから，現場確認要員が当該防火
　　　対象物に到着するまでに要する時間を記載すること。
　　ウ　「委託する防火対象物の区域」
　　　　常駐方式に同じ。
　　エ　「委託する時間帯」

常駐方式に同じ。

別表第５（第２７条）
防火対象物の管理についての権原の範囲
	※①　　　　　　　　　　全体の管理権原者〔※⑮　　　　　　　　　〕

	　共用部分（階段室，ホール等）の管理権原者〔※⑮　　　　　　　　　〕


	担当区域
	区分
	管理権原者

	
	所有者・管理者・占有者
	※⑮

	
	所有者・管理者・占有者
	

	
	所有者・管理者・占有者
	

	
	所有者・管理者・占有者
	

	
	所有者・管理者・占有者
	

	
	所有者・管理者・占有者
	

	
	所有者・管理者・占有者
	

	
	所有者・管理者・占有者
	

	
	所有者・管理者・占有者
	

	
	所有者・管理者・占有者
	


第１号様式（第２条第１項関係）
消 防 訓 練 通 報 書

	年　　　月　　　日　
　柏市消防長（　　消防署長）　　宛

                      防火（防災）管理者

             　      　住　 所　 

               　　　　 氏　　名　　　　　　   　　　㊞　

                      電話番号　　　　　　　　　　　　

	事業所の所在地
	 柏市

	事業所の名称
	

	訓　練　種　別
	防　　火
	消　火・通　報・避　難・総　合

	
	防　　災
	避　　難

	訓　練　日　時
	　　　　　年　　　月　　　日　　
　　　　　時　　　分から　　時　　分

	参　加　人　員
	　　　　　　　名　　
	担当者

	訓　練　概　要
	（具体的に記入すること）

	※　受　　付　　欄
	※　経　　過　　欄

	
	


備考　１　用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４としてください。

　　　２　訓練種別の欄は，該当する訓練を○で囲んでください。

　　　３　※印欄は，記入しないでください。

消防訓練通報書の記入要領
１　年　月　日
　　通報書の提出年月日を記入します。
２　届出者
　　事業所等の防火管理者又は防災管理者の住所，氏名及び電話番号を記入します。ただし，当該事業所等の所在地と電話番号でもよいですが，住所のところには所在地と当該事業所の名称を記入します。
３　事業所の所在地
　　防火対象物の一部分で実施する場合もありますので，その場合には，防火対
　象物の所在地の後に，「例・○○ビル３階」等を記入します。
４　訓練種別
　　「防火」訓練と「防災」訓練に分かれていますので，その中で該当する訓練
　項目を選択して記入します。（該当する項目を　　で囲みます。）
　　「防災」訓練は，多数の人が利用する大規模な建築物や，一定規模以上の高層建築物等が該当します。これ以外は「防火」訓練を選択して記入します。　
　　「防火」訓練の「総合」は，消火・通報・避難の訓練を全て実施する場合が該当します。この場合は，「総合」のみを選択して記入します。
また，「防火」訓練と「防災」訓練の合同訓練の場合は，「防災」訓練の
　「避難」と，「防火」訓練の該当する訓練項目を選択して記入します。
５　訓練概要
　　この欄に記入しきれない場合は「別紙のとおり」と記入し，関係書類を添付します。
６　訓練形態
　　消防の立会いによる訓練なのか，事業所等の自主訓練なのかを記入します。
　　また，防火対象物全体の訓練なのか，部分訓練なのか等を記入します。
３　<各種届出について>
消防法では，火災予防上いろいろな届出が義務づけられています。又，防火対象物の所在地等により届出先が異なりますので注意して下さい。
	届　出　書　類
	届　出　先

	１　防火管理者選任（解任）届出書
　　（統括防火管理者も同じ）
２　消防計画作成（変更）届出書
　　（全体についての消防計画も同じ）
３　消防用設備等点検結果報告書
４　防火対象物点検結果報告書
５　消防訓練通報書
	西部・東部・旭町･沼南消防署
　　　　
　　　　〃
　　　　
　　　　〃　（特定・１年に１回，非特定・３年に１回）
　　　　〃　（※⑩１年に１回）
市内各消防署・各分署（１２ページ第２６条参照）


６　火災予防条例に基づく届出
(1) 使用開始届出　⇒　消防局火災予防課
(2) その他　　　　⇒　西部・東部・旭町・沼南消防署
７　防火・防災訓練申請書　　⇒　訓練場所を受け持つ消防署・分署
<消防署の所在地及び連絡先>
	名称
	所在地
	電話

	柏市消防局火災予防課
	柏市松葉町七丁目１６番地の７
	７１３３－８７９２

	柏市西部消防署
	柏市松葉町七丁目１６番地の７
	７１３３－８７９４

	　　〃　　　　富勢分署
	柏市布施７６４番地
	７１３１－６７５１

	　　〃　　　　たなか分署
	柏市船戸１３８２番地６
　　　　　　　　東３３街区４－１
	７１３１－１４２４

	柏市東部消防署
	柏市中央二丁目１０番３号
	７１６４－０１１９

	　　〃　　　　逆井分署
	柏市逆井１４４４番地の１０
	７１７２－５０３１

	　　〃　　　　光ヶ丘分署
	柏市東中新宿四丁目４番２５号
	７１７２－７７９９

	柏市旭町消防署
	柏市篠籠田９４４番１
	７１４４－６７５０

	　　〃　　　　西原分署
	柏市十余二１５５番１８
	７１５５－５１１９

	柏市沼南消防署
	柏市大津ヶ丘一丁目５６番１２号
	７１９１－４５００

	柏市沼南消防署 高柳分署
	柏市高柳８２６番地の５　
	７１９１－１１４４

	　　　〃　　手賀分署
	柏市柳戸５１１番地の１０
	７１９０－０１１９


４　特定防火対象物・非特定防火対象物
（消防法施行令　別表第１）
	
	項別
	対象物の用途

	特定防火対象物
	(1)イ
ロ
(2)イ
ロ
ハ
ニ
(3)イ
ロ
(4)　
(5)イ
(6)イ
ロ
ハ
ニ
(9)イ
(16)イ
(16の2)
(16の3)
	劇場，映画館，演芸場又は観覧場
公会堂又は集会場
キャバレー，カフェー，ナイトクラブその他これらに類するもの
遊技場又はダンスホール
風俗営業店舗等
カラオケＢＯＸ他・総務省令で定めるもの
待合，料理店その他これらに類するもの
飲食店
百貨店，マーケットその他の物品販売業を営む店舗又は展示場
旅館，ホテル又は宿泊所その他これらに類するもの
病院，診療所又は助産所
老人短期入所施設，養護老人ホーム，特別養護老人ホーム，有料老人ホーム（主として要介護状態にある者），介護老人保健施設，救護施設，乳児院，知的障害児施設，肢体不自由児施設，障害者支援施設（主として障害程度が重い者が入所）
老人福祉施設（６項ロ該当以外），デイサービス等，障害者支援施設（６項ロ該当以外）
幼稚園，盲学校，聾学校又は養護学校
公衆浴場のうち蒸気浴場，熱気浴場その他これらに類するもの
複合用途防火対象物のうち，その一部が(1)項から(4)項まで，(5)項イ(6)項又は(9)項イに掲げる防火対象物の用途に供されているもの
地下街
準地下街

	非特定防火対象物
	(5)ロ
(7)　
(8)　
(9)ロ
(10)　
(11)　
(12)イ
ロ
(13)イ
ロ
(14)　
(15)　
(16)ロ
(17)　
(18)
(19)
(20)　
	寄宿舎，下宿又は共同住宅
小学校，中学校，高等学校，高等専門学校，大学，専修学校，各種学校その他これらに類するもの
図書館，博物館，美術館，その他これらに類するもの
イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場
車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場（旅客の乗降又は待合いの用に供する建築物に限る。）
神社，寺院，教会その他これらに類するもの
工場又は作業場
映画スタジオ又はテレビスタジオ
自動車車庫又は駐車場
飛行機又は回転翼航空機の格納庫
倉庫
前各項に該当しない事業所
イに掲げる複合用途防火対象物以外の複合用途防火対象物
文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の規定によって重要文化財，重要有形民俗文化財，史跡若しくは重要な文化財として指定され，又は旧重要美術品等の保存に関する法律（昭和８年法律第４３号）の規定によって重要美術品として認定された建造物
延長５０メートル以上のアーケード
市長村長の指定する山林
総務省令で定める舟車


この作成例は，「防火管理の知識」等にあらわされた消防計画を要約したものの一例でありますので，防火対象物の規模・用途に応じて内容を加減し，あなたの事業所にふさわしいものとするようにしてください。


　なお，具体的作成にあたっては，所轄の消防機関の指導を受けるようにしてください。









